
■個別施設計画策定状況（令和２年度末時点）

※市町村は特別区を含む
※割合は個別施設計画策定対象の施設を管理する団体数により算出

※大型の構造物は横断歩道橋、門型標識、シェッド、大型カルバートであり、いずれかの施設の個別施設計画
が策定されていれば策定済みとしている

■インフラ長寿命化計画の体系

市町村では、令和２年度末時点で橋梁で約９割、トンネル、大型の構造物はともに約８～９割の団体で策定済み

・個別施設計画（道路）の策定期限
⇒国：H28年度（策定済）
⇒地方公共団体：2020年度

インフラ長寿命化基本計画
【国】

（平成25年11月策定）

インフラ長寿命化計画
【国交省】

（令和3年6月策定）

インフラ長寿命化計画
【地方公共団体】

（平成28年度までに策定）
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個別施設計画の策定

予防保全によるコスト縮減やメンテナンスの計画的な実施に関する地方公共団体の支援を引き続き実施

全道路管理者は、定期的な点検・診断の結果に基づき個別施設計画を策定
（地方公共団体は2020年度までに策定予定）
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策定状況 記載内容 更新状況

1,781団体 1,781団体 1,781団体

橋梁個別施設計画の策定状況

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定、記載内容、更新の状況（地方公共団体）】

※2021年3月31日時点（国土交通省道路局調べ）

○ 国のインフラ長寿命化基本計画（２０１３年）では２０２０年頃までの長寿命化修繕計画（個別施設計画）の策定を目標としてい
ますが、２０２０年度末時点で計画を策定していない地方公共団体が６５団体あり、策定済みで公表していない地方公共団体
は１８８団体あります。

○ 修繕の時期や内容を橋梁毎に示していない計画となっている地方公共団体は２６２団体。

○ また、計画の策定後に点検結果を反映するなど計画の更新を行っていない地方公共団体は２２２団体。

○ 橋梁等の老朽化対策を計画的・効率的に進めるためにも、長寿命化修繕計画を策定するとともに、点検結果を踏まえ、更新
を行うことが重要です。

【未策定】
65団体
（4%）

【公表済】
1,528団体
（86%）

【策定済】
1,716団体
（96%）

【未公表】
188団体（11%）

【修繕の情報なし】
262団体（15%）

【修繕の情報あり】
1,266団体
（71%）

【修繕費用】
837団体
（47%）

【未策定・未公表】
253団体（14%）

【策定後更新なし】
222団体（12%）

【策定後更新あり】
1,306団体
（73%）

【未策定・未公表】
253団体（14%）



橋梁個別施設計画の記載内容

※2021年3月31日時点（国土交通省道路局調べ）

○ 2020年度末時点で、橋梁の長寿命化修繕計画（個別施設計画）に「新技術等の活用方針」を記載している地方公共団体は
１０１団体であり、「集約・撤去など費用の縮減に関する具体的な方針」を記載している地方公共団体は８６団体

○ 「短期的な数値目標」を記載している地方公共団体は、「新技術等の活用」で１７団体、「集約・撤去」で１４団体、「費用縮減」
で１６団体

【方針の記載状況】

1,781団体 1,781団体

【記載なし】
1,427団体
（80%）

【記載なし】
1,442団体
（81%）

【未公表】
188団体
（11%）

【未策定】
65団体
（4%）

【記載あり】
101団体
（6%）

【記載あり】
86団体
（5%）

新技術等の活用方針 集約・撤去など費用の縮減
に関する具体的な方針

【短期的な数値目標の記載状況】

1,781団体 1,781団体 1,781団体

新技術等の活用 集約・撤去 費用縮減

【記載なし】
1,511団体
（85%）

【記載なし】
1,514団体
（85%）

【記載なし】
1,512団体
（85%）

【記載あり】
17団体
（1%）

【記載あり】
14団体
（1%）

【記載あり】
16団体
（1%）

【記載なし】
10団体
（59%）

【記載あり】
7団体
（41%）

【記載なし】
13団体
（93%）

【記載あり】
1団体
（7%）

内、コスト縮減
効果を併記し
ている自治体

内、コスト縮減
効果を併記し
ている自治体

【橋梁（２ｍ以上）の長寿命化修繕計画（個別施設計画）における方針及び短期的な数値目標の記載状況（地方公共団体）】


